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Ⅰ　はじめに

家族介護者が抱えている介護問題は介護負担という形で現れる。その影響は、家族介護者により要介護
者の介護援助の質はもとより、要介護者や家族介護者及びその他の家族の生活全般にわたって現れる。介
護負担は、英語では‘care burden’であるが、未だに合意された定義がなく、研究者によってその概念も

‘stress’、‘strain’、‘distress’、‘effect’、‘impact’等、多様に使われている。しかもその意味は‘burden’
と全く同様な意味として扱っている研究者も少なくない。介護負担の一般的概念は介護の影響、または結
果として定義されている。すなわち、家族が要介護者を介護することによって生じる身体的、精神的、情
緒的、社会的、そして経済的問題を意味するものとして、介護者の主観的な意識によるものであると規定
されている１）。

その要因としては、要介護者の心身状態や性格、生活歴、介護者との関係、介護者本人の性格、年齢な
ど含め、家族関係、経済的状況、住宅環境、介護者の健康問題、社会参加への制限等があり、様々な要因
が家族介護者の生活と絡み合って現れるものとして知られている。このように生活と絡み合って生じた介
護負担は要介護者の介護サービス問題、一つの問題に限らず、その問題を取り巻いている環境や置かれて
いる状況に影響を与え、多様な問題を生み出し、要介護者だけでなく、家族介護者やその他の家族にまで
影響を与える。
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そのため、「介護問題」を考える際には介護を必要とする要介護者の生活上の諸問題と、介護をするこ
とによって生じる家族介護者の生活上の諸問題、この２つの問題を同時に考えなければならないというこ
とである。また、「介護問題」の対応策も、同様に２つの問題を同時に考えなくてはならない。そのよう
な点から見ると、介護保険制度は要介護者の介護問題についてはある程度対応した制度だと評価できる
が、家族介護者の生活上の諸問題についての支援制度がほとんど設けられていないので、「介護問題」に
対応した制度とは言えないであろう。

要介護者の介護問題と家族介護者の介護問題、この２つの問題は因果関係を持ちつつも、互いに影響を
及ぼしあう相互作用関係ももっている複雑な関係である。一旦生じた介護問題は主たる原因の付随的な問
題として存在するのではなく、対応しなければ解決できない一つの問題として存在するのである。つまり、
まず介護問題の主たる原因である要介護状態の発生により家族介護者の介護問題が発生する。家族介護者
の介護問題は家族介護者がどのような状況にあるかによって発生時期や形態、程度は異なるが、生じた介
護問題は要介護者の介護問題のみならず、要介護者の生活問題や家族介護者及び他家族構成員の生活問題
などあらゆる生活上の諸問題と絡み合って問題を一層深刻化させたり、新たな問題を生成・変化したりす
るなどきわめて複雑である。問題が問題を生み出し、その問題がまた他のことに影響を与え、また新たな
問題を生み出させる「問題の連鎖」的な特徴を介護問題はもっている。

このように複雑な介護問題を介護保険制度仕組みでは、要介護者に介護サービスさえ提供すれば家族介
護者の介護問題も改善・解決できるだろうと家族介護者の介護問題を単純化もしくは要介護者の介護問題
の付随的な問題としてとらえ、対応したといえよう。確かに、介護サービス利用を通して家族介護者の直
接的な介護が軽減された部分は認められる。しかし、こうした状態が持続的に維持されるとは限らず、か
えって他要因の作用、問題と問題との相互作用によって介護問題が軽減される前の状態に戻る現象が起き
ている。実際は介護サービス利用による介護負担軽減の効果がなくなってしまい全体的な介護問題の改善
に効果的な影響を及ぼしていない。これは、要介護者の介護問題と家族介護者の介護問題の相互作用関係
を見逃した結果だと考えられる２）。

したがって、本研究では、介護問題のうち、現在の介護保険制度が見逃した家族介護者の介護問題に焦
点をあて、考察していきたい。家族介護者の介護問題については、制度施行後、介護負担が軽減されたと
いう結果もある（全日連2001、荒井ら2001、荒井2002）。しかし、本研究では、そうした結果を介護サー
ビスが受けにくい環境から受けやすい環境へ変わることによって起きる一時的な現象と見做し、介護保険
制度下における家族介護者が抱えている「介護問題」を総合的にとらえ、先行研究と比較しながら、その
実態を明らかにすることを目的とし、展開する。

Ⅱ　研究の方法

１．調査の対象及び方法
（１）調査の対象

調査の対象者は、「認知症の人と家族の会」（滋賀、京都、大阪支部）の会員のうち、在宅介護サービス
を利用しながら、認知症高齢者を介護する主たる家族介護者を対象とした。

（２）調査方法
主たる家族介護者10人を対象にし、予備調査を実施してその結果と家族介護者の意見などを参考にしな

がらアンケートを修正、削除、追加してから本調査に入った。本調査は2006年６月20日から９月５日まで
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約３ヶ月間にかけて、郵送法と留置法で行った。合計2₅₃部を配布して₇₇部（₃0．₄%）が回収されたが、
このように回収率が低かったのは、郵送法の短所ともいえるが、支部の事情上、在宅介護と入所介護の区
別や介護をしている者と介護をしていない者の区別ができなかった点があり、やむを得ずすべての会員に
配布し、在宅介護者だけ回答してもらったからである。このような点を勘案すると、回収率が調査の結果
に影響を与えるほどではないと考える。そして、回収された合計₇₇部のうち、回答が不充分であったり、
対象にならなかった９部を除外し、最終分析に6₈部を使用した。

２．調査項目及び分析方法
（１）調査項目

調査項目は社会人口学的特徴である性別、年齢、要介護度、介護期間、１日介護時間、一番つらかった
とき、健康状態、経済的状況、雇用状態等と介護負担の尺度を中心にしている。また、介護負担の尺度は
Zaritら（19₈0）が開発したものを荒井ら（199₇）が訳したものを用いた。これは身体的負担、心理的負担、
精神的負担などを総括し、介護負担として測定することが可能な尺度として、「必要以上に世話を求めて
くると思う」、「介護のために自分の時間が充分とれないと思う」、「認知症の行動に対し、困ってしまうと
思う」等を入れて、合計22項目から成り立っている。各項目は「思わない」１点、「たまに思う」２点、「時々
思う」３点、「よく思う」４点、「いつも思う」５点という５段階のリッカート（Likert）式で測定した。
ただ「自分は今よりもっと頑張って介護すべきだと思う」と「本当に自分はもっとうまく介護ができるの
になあと思うことがある」はリコーディングして、平均値を算出した。平均値が2．₅点以下は介護負担を
感じていない、そして、2．₅点以上は介護負担を感じているということである。したがって、2．₅点を境に
して、平均値が高くなるほど家族介護者が感じる介護負担も高くなるということになる。平均介護負担は
₃．12（標準偏差.6₈）であり、クロンバックのά係数は.₈₇であった。

（２）分析方法
回収された質問紙はSPSSを利用して度数分析、信頼度分析、相関関係、クロス集計分析、Ｔ－TEST,　

一元配置分散分析、などを行い、その結果と先行研究を比較しつつ、分析を行った。

３．倫理的な配慮
本データはアンケート依頼に際して、「家族の会」支部及び当事者に研究の目的とともに、データの処

理方法と使い方を事前に説明し、研究以外の目的で使わないことを誓った上で承諾を得、調査を行ったも
のである。また、データ回収においても匿名で郵送法を用い、個人情報が洩れないように留意した。

Ⅲ分析結果

１．基本属性
家族介護者の基本属性をみると、性別は女性が₇6．₅％で男性が2₃．₅%となり、男性より女性の方が３倍

ぐらい多く占めていた。平均年齢は60．6歳で、60歳以上が全体の折半以上を占めていた。要介護者の場合
も、女性が₇2．1％で男性が2₇．9％となり、男性より女性の方が約３倍ぐらい多く、年齢は後期高齢者が全
体の₅6%を占めており、平均年齢は₈0．₇歳であった。そして、要介護度は要介護３が最も大きく、認知症
高齢者の日常生活自立度はⅡｂが最も多くて₃0．9%を占めていた。

家族介護者と要介護者との関係は娘の場合が一番多かった。それは、息子と嫁を合計した割合より上回っ
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て現れており、高齢者の主な介護者が嫁あるいは息子から娘に変わっていることがわかった。
家族介護者が介護を担ったきっかけは「続柄として当然」と思っている者が66．2％で家族介護者の約

2/₃が要介護者を介護することを当然なこととして認識していた。認知症の介護を始めてから、一番つら
かったと思ったときは家族が認知症の「診断を受けてから１年目」だと答えた人が最も多く、次が「始め
てからずっと」であった。その理由としては、興奮、徘徊、暴言、妄想、物忘れ等の「周辺症状によって」
と答えた人が最も多い₃₇．2%を占めており、次が知識不足による不安であった。そのほか家族関係の悪化
や介護と他の事の並行、介護者の健康、経済的負担なども家族介護者を苦しませる原因になっている。

表１　基本属性
N＝68

項目 変数 N（%） 項目 変数 N（%）
家族介護
者の性別

男
女

16（23.5）
52（76.5）

介護き
っかけ

続柄として当然
他に適当な人ないから
専業主婦が自分だけだから
自分の方かよくできるから
結局自分がすることになった
その他

45（66.2）
14（20.6）
2（2.9）
1（1.5）
3（4.4）
3（4.4）年齢

30歳代
40歳代
50歳代
60歳代
70歳代
80歳代以上

3（4.4）
 7（10.3）
22（32.4）
20（29.4）
13（19.1）
3（4.4）

要介
護度

自立
要支援1
要支援2
要介護度1
要介護度2
要介護度3
要介護度4
要介護度5
未申請・申請中

2（2.9）
1（1.5）
1（1.5）

12（17.6）
10（14.7）
15（22.1）
14（20.6）
12（17.6）
1（1.5）

認知症と
の関係

夫
妻
息子
娘
嫁
その他

11（16.2）
13（19.1）
5（7.4）

23（33.8）
15（22.1）
1（1.5）

認知症の
性別

男
女

19（27.9）
49（72.1）

自立度

Ⅰ
Ⅱa
Ⅱb
Ⅲa
Ⅲb
Ⅳ
M

1（1.5）
4（5.9）

21（30.9）
12（17.6）
4（5.9）

17（25.0）
 9（13.2）

認知症の
年齢

65歳未満
65歳以下－70歳未満
70歳以下－75歳未満
75歳以下－80歳未満
80歳以下－85歳未満
85歳以下－90歳未満
90歳以下

4（5.9）
5（7.4）
6（8.8）

11（16.2）
18（26.5）
15（22.1）
 9（13.2）

一番辛かった
とき

診断前
診断後1年目
2年目
3年目
4年目
5年目
5年目以後から
始めからずっと
不明

 9（13.2）
22（32.4）
3（4.4）
5（7.4）
6（8.8）
2（2.9）

 7（10.3）
13（19.1）
1（1.5）

２．介護状況と介護負担
（１）介護期間と介護負担

家族介護者の介護期間は、２ヶ月から20年まで、幅広く分布しており、平均介護期間は₅．₇年であった。
家族介護者の介護期間による介護負担感の変化をみると、介護を始めてから６～７年目の介護負担感が

やや低く現れている３）が、全般的に介護期間をとわず、介護負担感の平均値が「３」を超えるほど高く
現れていた。なかでも、５年目が最も高く現れた。

このような結果をTawnsendら（19₈9）の３つの仮説４）に当てはめてみると特定仮説に近い。特定仮説
とは、要介護者の状態に関わらず、一定の水準を維持するという仮説である。韓国やアメリカの先行研究
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（Zaritら：19₈6、Townsendら：19₈9、Vitalino：1991、김윤정：199₃）は特定仮説ではなく、適応仮説が
検証されている。すなわち、介護期間が長くなるほど要介護者の症状は悪化しつつあるのに対し、家族介
護者は長い年月にわたって試行錯誤しながら得た経験や、さまざまな研修を通して習得した介護力などが
重なって介護に対する適応力をアップさせてくるし、ソーシャル・サポートネットワークの拡大などに
よって、介護初期より、介護負担が緩和されるという結果である。

しかし、介護保険制度導入で厚労省が目指したのは、Tawnsendらの３つの仮説のうち、特定仮説のよ
うに要支援・要介護状態の初期から要支援・要介護者に適切な介護サービスを提供して、自立生活を可能
にし、家族介護者の介護負担を軽減・緩和させ、介護負担感の水準を低いレベルで一定維持させようとす
ることではないかと思われる。しかし、同じ一定の水準といっても、研究結果は厚労省のねらいと正反対
に家族介護者は介護期間全般にわたって高い水準の介護負担を感じ、辛抱しながら在宅で介護を行ってい
る。

介護期間

介
護
負
担

3.60

3.40

3.20

3.00

2.80

2.60

1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6－7
年
8－9
年
10 年
以上

3.01

3.17

2.62

3.47

3.11

3.273.32

2.92

図１　介護期間による介護負担の変化

介
護
負
担

消耗仮説

適応仮説

特定仮説

介護期間

図２　 Tawnsendら（19₈9）の仮説

（２）一日の介護時間と介護負担

表２　一日の介護時間と介護負担感との関係
N＝63

項　　　目 N（％） 介護負担平均値 標準偏差

一日介護時間 １時間以内
１－２時間以内
２－３時間以内
４－５時間以内
ほぼ半日
ほぼ一日

5（7.9）
5（7.9）
5（7.9）

 8（12.7）
24（38.1）
16（30.2）

2.75
2.56
3.06
2.74
3.27
3.35

.64

.29

.32

.59

.65

.69

家族介護者が感じる１日の介護時間はほぼ半日以上が約７割近くみられる。このような結果は、制度前
の先行研究（東清巳ら・緒方泰子ら・健康保険組合連合会：2000）と一致する結果であった。介護保険制
度の実施とともに介護サービスが普遍化され、多様な在宅介護サービスを受けるようになったにもかかわ
らず、家族介護者が感じる介護時間に変化がないということは、現在の介護保険制度が家族介護者の介護
負担軽減のための機能を発揮しているとは言えないということになろう。

一方、介護時間を2₄時間タイマーで調査を行った東野ら（200₃）は、実際の介護時間は家族介護者が感
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じる介護時間よりそれほど長くはなかったと述べている。それは介護保険制度下で行う公的介護サービス
にあたることのみを計ったらそういうことがいえるかもしれない。しかし、東野らの調査結果と異なって
家族介護者が感じる介護時間が長いのは、家族介護者の日常生活中で介護を絶えず行うという「介護の連
続性」のためである。すなわち、在宅介護は施設介護のように何時から何時までの決まった時間だけ介護
すれば済むということではなく、問題がいつ起こるかがわからない不規則性、頻発性、持続性等特有な特
徴をもつ。特に、認知症の人を介護する場合、2₄時間緊張の中で介護を行う。また、介護だけすれば済む
ことではなく、次の介護を準備することはもとより、食事準備や家事など施設では様々な専門家らが分業
して行っているのを在宅では家族介護者一人が殆ど総合的に行っており、介護が終わることなく、次から
次へ引き続いているからである５）。

介護時間による介護負担感は「１時間以内」より「１－２時間以内」の方が軽くなり、「２－３時間以内」
より「４－５時間以内」がやや軽くなる傾向を示したが、全般的に介護時間が長くなるほど介護負担感も
重くなる傾向を示している。

（３）健康状態と介護負担

表３　健康状態別介護負担感
N＝68

項　　　目 N（％） 介護負担平均値 標準偏差

以前から健康である
なんとも言えないが異常あるような感じがある
以前は健康だったが悪くなった
以前から悪かったがもっと酷くなった

22（32.4）
19（27.9）
18（26.5）
 9（13.2）

2.76
3.14
3.36
3.49

.51

.59

.72

.81

家族介護者の健康状態については、「介護以前から健康である」が22（₃2．₄%）人と最も多く、続いて、
「何とも言えないが異常あるような感じがある」が19（2₇．9%）人と多かった。そして、「介護以前は健康
であったが悪くなった」が1₈（26．₅%）人、「以前から悪かったがもっと酷くなった」が９（1₃．2%）人
の順になっている。家族介護者の約2/₃が何らかの健康上の問題を抱えており、その中、約４割が「介護
以後、健康が悪くなった」と回答している。

このような結果は、介護が家族介護者の健康状態に良くない影響を及ぼしているという先行研究（김윤

정：199₃､ 마범순：199₈､ 김선옥・東清巳ら：2000､ 三田寺裕治：2002）と一致する結果である。なかで
も東清巳らの研究は制度施行前の調査結果であり、介護保険制度のない韓国６）の３つの先行研究と一致
したということは、介護保険制度が施行されても、介護が家族介護者の健康に与える悪影響は変わりがな
かったということになる。そして、健康状態が悪くなるほど介護負担が増加することも窺える。

表４　介護サービス利用と介護負担間との関係
N＝67

項　　　目 N（％） 介護負担平均値 標準偏差

介護サービス
利用限度

超える場合が多い
いっぱい利用
3／2程度
半分程度
半分以下

 9（13.2）
34（50.0）
13（19.1）
6（8.8）
5（7.4）

3.33
3.05
3.10
2.87
3.42

.72

.70

.73

.52

.55
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（４）在宅介護サービス利用程度と介護負担
認知症高齢者の介護サービスの利用程度は、要介護度の利用限度額を基準として調べてみた結果、利用

限度額いっぱい利用している者が全体の５割以上を占めており、さらに「超える場合が多い」と合わせる
と、6₅%に至るほどであり、多くの要介護者が利用限度額の範囲内で介護サービスを適切に利用していた。
このように、制度施行初期（廣瀬真理子、200₃）よりも、要介護者の介護サービス利用率が大幅に増加し
たことがわかった。

認知症高齢者の介護サービスの利用程度は、要介護度の利用限度額を基準として調べてみた結果、利用
限度額いっぱい利用している者が全体の５割以上を占めており、さらに「超える場合が多い」と合わせる
と、6₅%に至るほどであり、多くの要介護者が利用限度額の範囲内で介護サービスを適切に利用していた。
このように、制度施行初期（廣瀬真理子、200₃）よりも、要介護者の介護サービス利用率が大幅に増加し
たことがわかった。

しかし、介護サービスの利用限度額の利用程度と家族介護者の介護負担との関係をみると、認知症高齢
者の介護サービスの利用限度額による利用程度と家族介護者の介護負担感は統計学的有意差が見られな
かった。すなわち、要介護者の介護サービス利用程度が家族介護者の介護負担感の軽減や緩和に如何なる
影響も与えない、つまり無関係であることを示している。これは、介護サービス利用有無に関係なく、す
べての家族介護者が強い拘束感を訴えたという三田寺裕治（2002）の結果と一致している。

このような結果は、厚労省が在宅を重視しながらも、家族介護者の介護問題を視野に入れず、要介護者
のサービス提供のみである。また、介護サービスの自己負担が応益負担となっているので、介護サービス
を利用すればするほど介護費用額と月収に占める介護費用の割合が高くなるにともなって、生活全般の経
済的圧迫や精神的負担をかけてしまうからである７）。この２つの理由から、介護サービスを利用しても介
護負担が軽減・緩和されず、総合的な介護負担を増加させてしまっているのである。この結果は、介護サー
ビスのみでは介護問題を改善・解決できないということを示唆する重要な結果だと考えられる。

３．経済的状況と介護負担
（１）世帯の月収と介護費用の割合

家族介護者の経済的状況は世帯全体の月収８）と介護費用で捉えた。月収は最低1₅万円から最高2₅9万円
まで分布しているが、分析の妥当性を高めるため、100万円以上を除いて分析した。家族介護者世帯全体
の平均月収は₃₄．6万円であったが、認知症高齢者の同居率９）と家族介護者の平均年齢を勘案すると、決
して高いとはいえない。介護費用を除いて４人家族を基準とすると、１人あたり１月約₇．2万円しかなら
ない10）。
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表５　月収及び介護費用の割合

項　　　目 N（%）＊ 介護負担平均値 標準偏差

月収

20万円未満
20万円代
30万円代
40万円代
50万円以上

4（6.8）
19（32.2）
18（30.5）
5（8.5）

13（22.0）

3.61
3.36
2.95
2.95
2.96

.78

.68

.68

.56

.66

介護費用割合

5%未満
5%以上10%未満
10%以上15%未満
15%以上20%未満
20%以上25%未満
25%%以上30%未満
30%以上40%未満
40%以上

2（3.6）
14（25.0）
10（17.9）
10（17.9）
 7（12.5）
3（5.4）

 6（10.7）
4（7.1）

2.36
2.89
3.57
3.03
2.75
3.59
3.48
3.88

.64

.57

.35

.63

.67

.28

.94

.45

注　＊：Nについては月収は59，介護費用割合は56である。

家族介護者の月収別介護負担感は、世帯の月収が少ないほど介護負担感が増加する傾向を示したが、₃0
万円以上になるとほぼ横ばい傾向を示した。

介護費用額は、最低５千円から最高1₄万円までであって、平均費用は約５万５千円程度であったが、要
介護度を認定された者のみは、５万７千円（標準偏差₃．1万円）であった。介護保険制度以前、約７万円（呆
け老人を抱える家族の会（現、家族の会）、1999）より約１万３千円位が減り、介護保険料（全国平均基
準額：6，1₃₅円）を入れても、約７千円（6，₈6₅円）弱（市町村によって異なる）位が軽減された11）。７千
円という金額が多いか少ないかについては、賛否両論あるだろうと思うが、問題はこの７千円がそのまま
あるのではなく、ますます少なくなっていて、制度前との差が縮んでいることが問題である。

介護サービス費用、薬代、おむつ代等の介護費用が全体の月収に占める割合は最高66．₇%であり、最低
₃．₃%であった。平均値は19．2%であった。介護費用の割合と家族介護の仕事の変化は統計的に有意差が
みられ（相関係数.₃₈9,p<.01）、家族介護者の仕事の変化による月収の変化も介護費用の割合を高める要因
になっていると考えられる.また、介護費用の割合は家族介護者の健康状態とも統計学的有意差が見られ

（相関係数.₃₄9、 ｐ<.01）、家族介護の健康状態にも影響を与えていることがわかった。すなわち、介護費
用の割合が高ければ高いほど、家族介護者の健康状態は悪くなる傾向を示している。

介護費用割合による家族介護者の介護負担感は、介護費用が月収の「₄0%以上」を占める場合が最も高
かった反面、「５%未満」では、介護負担感が示されなかった。「20%以上2₅%未満」でやや低く現れたが、
全般的に介護費用の割合が高いほど介護負担感も増加する傾向を示している。

現在の在宅介護システムではこうした問題に対応しきれない。たとえば、通所介護の場合一日利用時間
が最大６－７時間を利用しても家族介護者が安心して仕事ができる状況ではなく、仕事としても、正規職
に働くことはできず、せいぜいパートしかできない。
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表６　雇用状態と介護負担感との関係
N＝68

項　　　目 N（%） 介護負担平均値 標準偏差

雇用形態

正規職
契約職・派遣
パート（アルバイト）
自営業
専業主婦
内職
その他

8（11.8）
4（5.9）
5（7.4）
6（8.8）

24（35.3）
1（1.5）

20（29.4）

2.94
3.33
3.67
3.08
3.06
3.50
3.07

.65

.83

.27

.80

.63
・
.76

仕事の変化

変わりがない
正規職から契約・パートへ
介護のため辞めた
働かねばならなくなった

41（60.3）
4（5.9）

22（32.4）
1（1.5）

3.00
3.22
3.25
3.32

.69

.50

.64
・

（２）雇用状態と仕事の変化
家族介護者の雇用形態の特徴は、専業主婦が2₄（₃₅．₃%）人と最も多く、ついで、その他であったが、

その他の殆どが退職等の無職である。内職を入れて働いている家族介護者は全体の₃₅．₃%であった。その
うち、正規職が８人と最も多く、ついで、パート（アルバイト）と自営業が各々６人である。全体的な就
労有無は、三田寺（2002）と高木ら（200₃）の研究と一致する結果であったが、菊地ら（1996）と緒方ら

（2000）の研究よりやや高い結果であった。これは女性（週の労働時間が₃₅時間未満、平成1₇年度厚生労
働百書p.₄₅1）の就労の割合が1996年と2000年より、やや伸びた結果と関係があるであろう。

表７　雇用状態と仕事の変化の関係

仕事の変化
合計

変わりがない 正規職から契
約・パートへ

介護のため
辞めた

働かねばなら
なくなった

雇
用
状
態

正規職 度数
総和の%

8
11.8%

・
・

・
・

・
・

8
11.8%

契約職・派遣 度数
総和の%

2
2.9%

1
1.5%

・
・

1
1.5%

4
5.9%

パート
（アルバイト）

度数
総和の%

3
4.4%

2
2.9%

・
・

・
・

5
7.4%

自営業 度数
総和の%

3
4.4%

1
1.5%

2
2.9%

・
・

6
8.8%

専業主婦 度数
総和の%

12
17.6%

・
・

12
17.6%

・
・

24
35.3%

内職 度数
総和の%

1
1.5%

・
・

・
・

・
・

1
1.5%

その他 度数
総和の%

12
17.6%

・
・

8
11.8%

・
・

20
29.4%

合計 度数
総和の%

41
60.3%

4
5.9%

22
32.4%

1
1.5%

68
100.0%
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介
護
負
担
4.25

4.00

3.75

3.50

3.25

3.00

仕事の変化

働かねばなら
なくなった

介護のため辞
めた

正規職から契
約・パートへ

変わりがない

4.32

3.26
3.22

3.00

図３　仕事の変化による介護負担

職業の有無と介護負担との関係は「あり」が₃．₃₃、「なし」が₃．0₇と「あり」が「なし」よりも高く現
われた。雇用形態別に詳しく見ると、「正規職」は「専業主婦・無職」よりも介護負担が低く現れたが、
他の職はすべて「専業主婦・無職」よりも高い傾向を示し、就労が介護負担を軽減させると述べた石田

（200₄）の意見と異なる結果が現われる。すなわち、正規職以外の形態で働く介護者は、そうではない者「専
業主婦・無職」より介護負担感を高く感じている。　

介護を始めてからの仕事の変化については、「変わりがない」が全体の約６割を占めている。ところが、
このような結果は、介護保険制度前（健康保険組合連合会、2000）、「変わりがない」が6₃．1%より、2．₈%
も下がった結果でもある。雇用状態の変化は表７のように、元専業主婦（介護前から専業主婦である者）
とその他のうち、退職以後介護を始めた介護者を除いたら、「変わりがない」は３割にもなっていない。「変
わりがない」を除外しても、家族介護者の約４割が介護のため、仕事を辞めたり、正規職から契約職やパー
ト等へ変わったりしており、働かねばならなくなった者も１人いる12）。言い換えると、介護保険制度以後、
介護のため、家族介護者が仕事を辞めたり、正規職から契約職やパート等へ変わった介護者が減ったので
はなく、むしろ、増加したということである。これは、まだ、在宅で家族介護者が仕事と介護、両方がで
きるような、しくみになっていないからである。

仕事の変化による介護負担感は図３のようであった。仕事の変化が激しいほど介護負担も増加する傾向
を示している。

Ⅳ要約及び考察

１．分析結果の要約
本研究は、認知症高齢者を在宅で介護している家族介護者の介護状況を調べ、先行研究と比較しながら,　

介護保険制度下における在宅家族介護者の介護実態を明らかにしたものである。分析結果をまとめると次
のようになる。

①家族介護者が最も介護負担を強く感じたのは介護初期で、主たる原因は認知症高齢者の周辺症状で
あった。
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②介護期間による介護負担感の変化は韓国とアメリカの先行研究では消耗仮説が検証された研究が多
かったが、本研究では特定仮説が検証された。特定仮説といっても介護期間全般にわたって介護負担
が低い水準ではなく、高い水準を保っていた。

③家族介護者が感じる１日の介護時間はほぼ半日以上が約７割近くであり、制度施行前と変化がなかっ
た。介護負担感は１日介護時間を長く感じるほど高くなる傾向を示した。

④家族介護者の約2/₃が何らかの健康上の問題を抱えていた。このような結果は、先行研究と一致した
結果で、制度施行のいかんにかかわらず、介護が家族介護者の健康に悪影響を与えている。

⑤要介護者の介護サービスの利用限度額内の利用率は、制度施行初期より大幅に増加したが、家族介護
者の介護負担は介護サービス利用程度と相関関係がみられなかった。

⑥在宅要介護者の１ヶ月間の介護費用は制度前に比べ、あまり差がなく、月収に占める平均介護費用の
割合は約２割であった.そして、介護費用の割合は家族介護者の仕事の変化と健康状態と有意な関係
がみられた。

⑦介護による家族介護者の仕事の変化は約４割近くが仕事をやめたり、変えたりしていた。介護保険制
度実施前と比べ、介護による仕事の変化率はやや増加している。

２．考察
（１）生活面を重視した介護の必要性

介護保険制度の施行により多くの要介護者が介護サービスを利用しているにもかかわらず、家族介護者
が感じる介護負担や介護状況、環境などは制度施行前と比べ、変わらない、あるいはさらに厳しくなった
ことがわかった。こうした結果は、介護保険制度の施行当初に比べて、要介護認定項目が改善されたとは
いえ、いまだに要介護認定の中に、要介護者や家族介護者が置かれている生活環境、たとえば住居環境や
経済的状況、家族介護協力者の有無、家族介護者の健康状態など個々人の介護状況が反映できず、要介護
者の心身状態のみをとらえ、介護サービスの量を決めていることによるものであると考えられよう。

また、介護報酬のベースとなる介護サービスの内容面においても見守りや精神的、情緒的な介護サービ
スよりも、入浴や排泄、食事などの身体介護が中心になっている。認知症高齢者の場合、こうした身体的
介護以外にも見守りや情緒的、精神的介護サービスも必要にもかかわらず、介護サービス報酬から排除さ
れている。

要介護者や家族介護者の個々人ごとに異なる生活環境と見守りや精神的、情緒的介護サービスが客観
的、数量的に測定ができないといって、意図的に制度から排除されている。このことから本研究の結果の
ように介護サービスを利用しても家族介護者の介護負担が軽減・緩和できなかったわけである。

したがって、オーストラリアやスウェーデンのような要介護者の医療的面だけでなく、生活面も考慮し
て総括的な要介護認定をし、また介護サービスにおいても身体的介護だけではなく、精神的、情緒的介護
も同時に介護報酬として認め、要介護者の個々人に見合う介護サービスを提供することが要介護者のみで
なく、家族介護者の介護負担を軽減・緩和させる近道だと考えられる。

（２）介護手当導入の必要性
本研究の結果でみたように、家族介護者世帯の月収の中で、介護費用が占める平均割合は約２割にもな

り、なかには６割以上を占めている者もいた。また、介護のため仕事を変更したり、やめた割合が約４割
も占めており、先行研究と比較してみても、介護保険制度施行による家族介護者の経済的負担は軽減され
たとは言えない。
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それに、最近の社会的状況をみると、高齢者の医療費の負担増加、各種社会保険料や税金の値上げ、老
齢加算廃止、介護サービスの自己負担費の値上げ、年金給付の引き下げなど厳しい状況が続いている。こ
うした現状の下で、家族介護者の仕事の変化は家族全体の収入を減少させるのみならず、介護費用の割合
を高め、家計の経済的状況を圧迫させるのである。そのうえに、要介護者の介護サービス利用を阻害する
ことは言うまでもなく、要介護者を含め、家族世帯全体の生活の質まで低下させ、介護負担を一層増加さ
せている。また、殆どの家族介護者は家計よりも、要介護者の介護費用や医療費用を優先しているので、
家族全体の生活困難を惹き起こしており、それに対する対応策が早期に検討されるべきであろう。

前述のように現在の在宅介護サービスの仕組みでは家族介護者の経済的変化に対応できず、制度の中で
もそれに対応する支援策が設けられていない。どのような支援策が検討されるべきであろうか。一つの対
応策として考えられるのが介護手当である。家族介護者が介護を行うことによって引き起こす退職や仕事
の変更などによって失われる所得に対しての補填が必要である。つまり、所得補填という意味で介護手当
が必要なものと考えられる。

家族介護者の所得補填は表５でみたように介護負担感の増加を抑制させる効果もある。また、所得減少
による介護者家族に及ぼす影響はただ介護期間中だけでなく、介護期間が終わった後にも家族構成員の生
活に影響を与え、生活困難に陥らせる可能性も非常に高い。その予防策という点でも所得補填がもつ意義
は重要である。

また、家族介護者の経済的状況は家族介護者の健康状態を悪化させるとともに要介護者の介護の質の低
下はもちろん、介護放棄や放任等の介護虐待や無理心中、殺人事件にまで至る「介護の悪循環」を引き起
こすことである.このような「介護の悪循環」の連鎖を断ち切るためにも、家族介護者の在宅介護を労働
として認め、それに応じる所得保障が検討されるべきであろう.

Ⅴおわりに

現在の介護保険制度は「201₅年高齢者介護」に向けて改正を行ってきたが、家族介護者の介護負担感や
介護状況・環境などは制度前と比べ、あまり変化がなく、もしくはさらに厳しくなったところすら出てい
る.201₅年への中間時点を経過した今日、介護保険制度下においての在宅家族介護者の介護実態を明らか
にし、財政中心の制度改正でなく、当事者の立場に立って家族介護者の介護はもとより、介護問題全般に
わたってもう一度考え直す必要性を提示した点に本研究の意義があると考える.

本研究の結果で見たように介護問題は、要介護者の介護サービスを中心とした介護保険制度だけでは改
善・解決には限界があり、あわせて家族介護者の介護問題に対する支援策が必要なことが明らかになって
いる。しかしながら、家族介護者の介護問題を社会保障制度の対象にするための社会的な変容との関係を
明らかにすることが引き続く研究課題である。

したがって、家族介護者が抱えている介護問題を要介護者の介護問題の付随的な問題ではなく、一つの
社会問題として認め、社会福祉の対象として政策的に支援するには、家族介護者の介護問題が社会福祉政
策あるいは社会環境や状況の変容によってどのような影響を受けているのかを具体的、実証的、総合的に
とらえ、それを保障する社会保障制度との関連に関する研究をさらに進めていきたいと考えている.
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